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1.研究の背景とねらい

 高速炉は原子炉で発生した熱を取り出すための媒体（冷却材）として液体金属ナトリウムを使

用している。ナトリウムは冷却材としての優れた伝熱流動特性を持っているが、その一方で空気

（酸素）や水に触れると激しく反応するという弱点（高い化学的活性度）がある。現在は、この

弱点である「急激な化学反応が起こる」ことを前提にして、予め対策設備を付けたり機器の設計

を工夫して安全なプラントを実現している。このような状況を考えると、新しい技術によってナ

トリウムの弱点である高活性度を克服できれば、懸念されるナトリウムの漏えい火災や水との反

応などに対して、より安全な高速炉システムを作り上げることが可能となる。そこで、報告者ら

はこれまでに培ってきた原子力技術と先進的なナノテクノロジを融合して、ナトリウム自身の化

学的活性度を抑制するという革新的なアイデアを創出した。 

このアイデアは、液体ナトリウム中にナノ粒子を分散させる（以下、ナノ流体という）ことを

基本としており、報告者らのオリジナルで全く新しい技術である (1)。 

○ナノ流体の概念：アルカリ金属のナトリウムと電気陰性度の高い金属ナノ粒子を組合せること

によって、ナノ粒子表層で有意な電荷移行(反応熱量低減、粒子間凝集抑制に起因)および原子

間結合力(蒸気圧低下による反応速度緩和に起因)が生じることを利用する。

〇ナノ流体の特徴（反応抑制効果と伝熱流動性の両立）：分散するナノ粒子を微細化することによ

り、ナトリウムと接する表面積を拡大し、分散量を減らすことができるため優れた流動性を維

持したまま反応抑制効果を出現する。特に従来、経験の無い液体金属中のナノ粒子の分散

技術として原子間相互作用によって安定で強固なクラスター構造を生み出し、高温

度や高流速だけでなく相変化に対しても充分な安定性を確認している。また、冷却材

に要求される伝熱流動性はナトリウムと同等であることならびに設計から運転保守に至る広範

な観点から冷却材要件を満足することを確認している。 

本事業は、これらの知見を基にして、①ナノ流体の反応抑制効果の評価および抑制メカニズム

の解明、②原子炉プラントに適

用した場合の効果、③全く新し

い技術であるナノ流体の製造技

術開発を実施している。福島第

一原子力発電所の事故の教訓か

ら、原子炉の安全確保のために

は炉心の冷却機能確保及び放射

性物質の格納機能確保の重要性

を改めて認識させられる状況に

あって、ナトリウム冷却型高速

炉においては自然循環の活 図 1．ナトリウムの反応性が係る事故等の推移とナノ流体の寄与予測 



用により炉心の冷却機能を有する。一方、ナトリウムの大規模な漏えいを想定すると、ナトリウ

ムの燃焼による格納容器（CV：Containment Vessel）内の温度や圧力の上昇、格納境界を形成す

る鋼材（ライナ）の損傷、万一、ライナ破損に至った場合のナトリウムとコンクリートとの反応

により発生する水素の燃焼爆発などによる CVの破損の可能性が想定される。また、蒸気発生器伝

熱管破損によるナトリウム－水反応により圧力上昇すると 1次／2次バウンダリ破損（CV バイパ

ス）の可能性が考えられる（図 1）。 

本事業を進めることにより、ナトリウムとナノ流体に関する知見が整備・蓄積され現象の理解、

抑制効果が明らかになった。ここでは、本事業の目標とする格納機能の確保に対して重要となる

①漏えい燃焼による構造物への熱的影響と自己終息機能、②ナトリウムに固有の電気化学的に特

異な腐食現象、③ナトリウムに固有のナトリウム－コンクリート反応による水素発生現象、④ナ

トリウム－水反応の反応ジェット温度抑制効果の成果について述べる。 

2.これまでの研究成果 

2-1．ナノ粒子分散による反応抑制効果の評価と適用性検証 

① 漏えい燃焼による構造物への熱的影響 

漏えい燃焼反応における評価のポイントは、影響抑制の視点から構造物（ライナ鋼材）の熱的

破損回避への寄与、安全性強化の視点から漏えい温度の高い厳しい条件における抑制能力の確認

にある。実験による現象把握および実炉の予測評価の結果、通常運転温度(500℃)を超える高温条

件下においても、ナノ流体に期待される反応抑制効果が充分に機能することを確認した。これは

反応抑制の基となるナノ粒子が液体ナトリウム中に安定分散するとともにナトリウムとの原子間

相互作用が沸点近くの高温まで相当に安定（強い結合力）という理論推定を裏付けている。具体

的には図 2 の実験結果に示すように、漏えい温度が通常運転温度を超える 650℃の場合、ナノ流

体の適用による構造物の温度はナトリウムのそれに比べて大幅に低下しており、構造物の機械的

強度を充分に維持できる温度にまで熱影響が抑制されていることを確認した。実機での適用効果

を予測するために、ナノ流体の燃焼特性を取り入れた燃焼解析モデルを構築し、実験を検証して

燃焼挙動（燃焼温度、燃焼時間）の予測手法の妥当性を確認した。 

これまでの研究により、ナノ粒子分散より燃焼反応における自己終息機能を実現できることを

確認している。評価のポイントは、ナノ流体が有するこの極めて効果的な能力の適用範囲を確認

することにある。その結果、相当に厳しい高温漏えい条件下でも充分な自己終息能力を確認した。

そのメカニズムは燃焼により過酸化ナトリウムが生成されるが、ナトリウムの還元作用により反

応界面にナトリウムが供給され燃焼が継続する。一方、ナノ流体の場合、ナノ粒子を含む熱力学

的に安定な酸化物が生成され、還元できず反応界面への

ナトリウム供給が断たれ燃焼が停止する。このように、

燃焼自体が自己終息することは、漏えい規模が拡大して

もプラント設備、機器への影響が限定され、大規模な漏

えい事象に対して大きな効果があることを示唆している。 

② ナトリウムに固有の電気化学的に特異な腐食現象

（溶融塩型腐食）の抑制 

漏えい燃焼事故において、特殊な高湿分環境下で起こ

りうるナトリウムに固有の電気化学的な反応に起因する溶
図 2．実機における溶融塩型腐食に

よる鋼材ライナの腐食量の例 



融塩型腐食の現象について評価した。この腐食現象の評価のポイントは、ライナ鋼材の腐食量低

減の視点から特異な溶融塩型腐食の発生・進展防止およびライナ鋼材の腐食による貫通破損防止

の視点から設計基準外事象である腐食現象の回避である。 

この腐食に対して、現在は漏えい時間の制限（ドレン時間の短縮化）や対策設備等の設計対応

により現象の発生・進展を防止している。ナノ流体を適用することにより、ライナ鋼材の腐食速

度を顕著に低下(～1/100)できることを確認し、その抑制メカニズムを明らかにした。 

腐食試験により実験相関式より実機でのライナ鋼材の腐食量を評価した結果（漏えい量

0.1ton/h）の例を図 2に示す。この結果より、ナトリウムでは 4.5時間で鋼材厚の 6mmに腐食量

が到達して破損が予測されるが、ナノ流体を適用することにより、10時間を超えても腐食量は 1mm

に到達せず、緊急ドレンではなく通常ドレンでも対応できることを示している。 

③ ナトリウムに固有のナトリウム－コンクリート反応による水素発生の抑制 

ナノ流体の適用によってライナ鋼材の腐食による貫通破損を防止できればナトリウム−コンク

リート反応は生じないが、万が一貫通破損が生じた場合のナノ流体の適用効果を評価した。この

反応現象の評価のポイントは、ナノ流体の性能評価の視点から燃焼反応と水反応の複合現象にお

ける相乗効果の期待および抑制効果の評価の視点から反応に伴う水素発生量低減の検証である。

ナノ流体を適用することにより、コンクリートへの入熱が緩和し含有水放出量が低減するととも

に水反応が緩和され、水素発生が顕著に抑制した。また、発生した水素はナノ粒子表面に強く結

合することが理論的に検証され、吸着によりさらに水素発生が抑制されることが確認された。 
これまでの成果を総括（図 3）すると、設計基準を超える厳しい条件下（漏えい温度高、大規

模漏洩）においても燃焼反応の抑制により熱的影響が緩和され、周囲構造物（ライナ鋼材）の機

械的強度は維持され破損防止の可能性が確認された。さらに、高湿分下の特殊な環境下で生じる

溶融塩型腐食が顕著に抑制されることが確認され、ライナ鋼材の腐食による貫通破損に対する特

段の設計上の配慮が不要になることが示された。万が一、ライナ鋼材が破損したとしても、ナト

リウム－コンクリート反応は水素発生量が低減することが明らかになった。また、大規模漏えい

燃焼が発生してもナノ流体の自己終息機能により、構造物への熱的影響が緩和されることが確認

図 3．ナトリウム漏えい火災事故時のナノ流体の適用効果の例 



された。このような厳しい条件下でのナノ流体の抑制効果は、原子間相互作用が融点近くまで極

めて安定に存在することに起因する。 

④ ナトリウム－水反応の反応ジェット温度抑制効果 

蒸気発生器内の伝熱管に亀裂が入ると伝熱管内から液体ナトリウム中に高温の水蒸気が噴出し、

ナトリウムと急速で高熱の反応ジェットが生じる。その高温領域の形成により、隣接する伝熱管

が損傷(高温ラプチャやウェステージ)し破損が伝播する。

このナトリウム－水反応を緩和、回避して、蒸気発生器

の健全性を確保し、CVバイパスを回避することが必要で

ある。ナノ流体とナトリウムの反応ジェット温度の比較

を図 4に示す。この結果、ナノ流体の反応ジェット温度

の顕著な低下が確認された。この結果を解析に反映する

とナノ流体の適用により、ナトリウム－水反応による伝

熱管の想定破損本数は 148 本から 23本に低減し、運転作

業員による手動操作が可能となり、CVバウンダリの健全

性を維持できることが検証できた。 

2-2．反応抑制メカニズムの解明およびナノ流体製造技術開発 

ナノ流体の反応抑制効果の評価とともに、そのメカニズムの理論的な解明を実施した。東北大

学で開発した超高速化量子分子動力学法を採用することにより、従来は困難であった、実温度で

の液体ナトリウムとナノ粒子との原子間相互作用の理論推定が可能となり、本技術の根幹となる

アルカリ金属のナトリウムと電気陰性度の高い金属種のナノ粒子との組み合わせは実用上充分な

安定性を有することが検証され、化学的活性度抑制に関する種々の実験知見を裏付けている。ま

た、ナノ粒子分散による凝集エネルギー密度の変化とナノ流体の物性との相関を評価し、凝集エ

ネルギー密度が変化することにより物性（表面張力の増大、蒸発速度の低下）が変化し、原子間

相互作用が反応抑制に寄与することが理論的に明らかになった (2)。 

この他、ナノ流体の製造に関わる基盤技術開発、整備を進めており実用製造（分散技術を必要

としないナトリウムへの直接分散製造法）に必要な装置化に備え知見を蓄積した (3)。 

3.今後の展望 

福島第一原子力発電所事故の教訓による安全性強化を実現する観点から、従来の設計基準事故

を超える事象を想定した事象進展の分析と評価手法の整備を行い、ナノ流体開発を進め顕著な化

学的活性度抑制効果が明らかになるとともに、反応抑制に関する諸特性のデータベース整備やメ

カニズム解明が進んだ。特に、従来は設計基準外事象としてきたナトリウム固有の性質に起因す

る特異な腐食現象やコンクリートとの反応に対する有効性が明らかになり、特段の設計上の考慮

が不要となれば安全性強化に大きく寄与する。今後、計画する抑制効果の検証と実炉の適用性評

価を進めることにより、ナトリウム自身の化学的活性度を抑制制御するというシンプルで有効な

安全性強化のブレークスルー方策の提案が現実的になる。 
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図 4 ナノ流体によるナトリウム－水
反応の抑制(例) 


